
通信販売事業者の皆さまへ
（インターネット販売・カタログ販売等）

法定事項（裏面参照）の

説明義務

ユーザー登録

（所有者票等の投函
等の方法）への協力

特定保守製品

� 古くなると重大な事故を起こすおそれがある特定保守製品（下記の品目）につい
て、「長期使用製品安全点検制度」が平成２１年４月１日から始まります。（消費生活
用製品安全法の改正）

� インターネット等販売事業者は、特定保守製品を販売する際に、購入者に対して
法定事項の説明（裏面参照）とユーザー登録（所有者票を投函等の方法）への協力
が求められています。

製品に「特定保守製品」と
表示されています。

特定保守製品

１．特定製造事業者等名
株式会社ＡＢＣ
○○県○○市○○町＊＊
２．製造年月 20XX年XX月
３．製造番号 XXXX-XXXXX
４．設計標準使用期間 △△年
５．点検期間 20XX年XX月～ 20XX年XX月
６．問合せ連絡先
株式会社ＡＢＣ お客様相談センター
0120-XX-XXXX



【この制度の問い合わせ先】経済産業省またはお近くの経済産業局にお問い合わせください。

経済産業省製品安全課 ０３-３５０１-４７０７（直） 近畿経済産業局製品安全室 ０６-６９６６-６０９８（直）

北海道経済産業局製品安全室 ０１１-７０９-１７９２（直） 中国経済産業局製品安全室 ０８２-２２４-５６７１（直）

東北経済産業局製品安全室 ０２２-２２１-４９１８ （直） 四国経済産業局製品安全室 ０８７-８１１-８５２６（直）

関東経済産業局製品安全室 ０４８-６００-０４０９（直） 九州経済産業局製品安全室 ０９２-４８２-５５２３（直）

中部経済産業局製品安全室 ０５２-９５１-０５７６（直） 内閣府沖縄総合事務局商務通商課 ０９８-８６６-１７３１（直）

法定説明事項

表面

裏面

所有者票の
イメージ

（特定保守製品に同梱）

機器を設置する工事業
者に説明を委託すること
もできます。
但し、委託された人が
きちんと説明しなかった
場合には、その責任は
販売事業者にあります。

また、購入手続きの中で、
購入者に法定説明事項
を読んでもらい、確認
チェックボックスにチェッ
クしてもらうといった方法
もあります。

購入者からユー
ザー登録のため、
依頼するかを聞
き、依頼された
場合に、所有者
情報を購入者に
代わって製造・
輸入事業者に送
付



① 購入者は製品の最終所有者であるか

③ 購入者が、特定保守製品に関する説
明を精読したか

④ 購入者が、所有者情報の登録のため、
インターネット等販売事業者に所有者情
報の提供の協力を依頼するか

インターネット等販売事業者が所有者票
を代理で書き込み、特定保守製品製造事
業者へ送付する

説明を読むようお願いし、
再度③から確認する。

購入者が所有者票を送付
するよう説明する

販売手続きへ

② 販売は設置工事を伴う契約であるか

YES
特定保守製品取引事業者
の責任の範囲で、設置事
業者へ、法定説明事項等
の説明を委託することが
可能。
その場合は販売手続きへ
委託しない場合は③へ

NO

NO

NO

YES

YES

最終所有者

最終所有者以外

NO

YES

販売手続きへ

インターネット等販売時における事業者が果たす義務等の確認

販売手続きへ
（説明することが望ましい）

後日購入者から製造番号と
製造年月を入手する

特定保守製品の販売



① 購入者は製品の最終所有者であるか

購入者が最終所有者であるかどうかを確認し、制度の説明をしてください。
（ネットで契約する際、この項目は判定不能であることが多いと考えます。
販売側は当然わからないですし、購入側も「あなたは最終所有者ですか？」と聞かれ
たとき、的確に答えられないと思います。（特にアパートの大家さんの場合は、自分で
はなく賃借人が最終所有者と勘違いすると思われます））

② 販売は設置工事を伴う契約であるか

特定保守製品取引事業者が、設置事業者に設置を依頼する際、設置事業者に
委託して、③の購入者への法定説明事項の説明、④の所有者票の回収をさせること
ができます。
但しこの場合、設置事業者が法定説明事項の説明等を怠ったときには、取引事
業者が責任を問われます。

③ 購入者が、特定保守製品に関する説明を精読したか

消費生活用製品安全法第３２条の５の規定を実施するために、購入者が法定説
明事項の説明文を精読したか確認する必要があります。
手法としては、説明文を読んだ場合にチェックするチェックボックスを設け、それを
チェックしなければ購入画面に行くことができない、といったような仕組みを設けるこ
とを想定しています。他の手法でも、製品の取引に前後して購入者に確実に説明し
て、そのことを購入者に確認できるのであればかまいません。

④ 購入者が、所有者情報の登録のため、インターネット等販売
事業者に所有者情報の提供の協力を依頼するか

消費生活用製品安全法第３２条の８の規定により、購入者が、特定保守製品販
売事業者に所有者情報の提供の協力を依頼する場合は、事業者が代理で所有者
票を送付する等、特定製造事業者等に対する所有者情報の提供に協力する必要が
あります。なお、この場合は後日購入者から製品の製造年月と製造番号を入手する
手段を講じてください。

特定保守製品を販売するにあたって

特定保守製品を販売する際には、商品紹介のページに、特定保守製品であるこ
とを明示してください。


